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研究ノー ト

日本における産み育て支援システムの構築

滋賀県立大学

 古川 洋子

人間看護学部

背景 戦後の核家族化を契機に家庭や地域での子育てが大きく変容 し、子育てや子育て支援に様々 な問

題が生 じている。深刻化する一方の少子化や、増加の一途をたどる児童虐待をみると、既存の子育て支

援方策は有効といえない状況にある。これまでの子育て支援策は出産後の子育てに重点をおいているた

め、十分な効果を見ないのが現状であり、新たな視点からの支援策が求められている。

目的 ・方法 ここでは子育てを妊娠時か ら始まる妊娠期、出産、産後の子育てを産み育てという一 連の

営みであると捉え、先行研究の分析か ら新たな子育て支援 システムの構築基盤を考察する。

結果 ・考察 地域社会や家族が変容 した現状や、高齢者介護保険の効果などを踏まえると、産み育 てる

母親の支援は家庭内では限界があり、家族を越えた支援ネットワークの構築が必要であり、それを可能

にするには助産師や ドゥーラなどの存在が重要とされる。

結論 産み育て支援には、母親の生活環境全般を視野に入れて、家庭内外の支援者を包含した、妊娠期

から出産後の育児まで含んだ総合的、かつ連続的な対応、すなわち 「生活毛デル」の導入が必要で ある。

キーワー ド 産み育て支援、助産師、 ドゥーラ、生活モデル

1.緒 言

 近年、妊娠 ・出産 ・育児期にある女性たちは新たな疑

問や問題 に直面 し、苦悩 している。「母性神話」、すなわ

ち、どの女性も、生まれなが らに して育児の適性を有 し、

その時期が くると自然にできるものだとすることは、実

子を虐待する親の存在などから、近年否定されつつある
1)
。 しか し、わが国においては依然として、母親の育児

は本能的であり、一義的に母親がそれを担い、どの親 も

それが可能であるという考え方がまだ生きている。

 次世代を担 う子どもの出産や育成 を母親だけに委ねる

のではなく、父親が母親の健康を気遣い、継続的に守 り、

協力 して育児に携わることが重要であり、それが夫婦の

絆を強めもし、安定 した家庭生活の維持につながり、ひ

いては日本社会の活力にもつながる。 しか し、現状を見

ると妊娠、出産、そして育児期の支援体制が分断されて

おり、切れ目ないサポー トは存在 していない。現状の子
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育て支援 は、大概が出産後の育児支援が中心である。最

近の育児不安や乳幼児虐待数の増加をみると、従来 の子

育て支援では限界があるようだ。

 昨今の少子化の危機感か ら、日本政府は相次 ぐ子 育て

支援策を打 ち出してきた。子育ての社会化を進める こと

で、子育てに対する負担感 の軽減を図ろうとして きた。

しかし、 この支援の大半は出産後か らスター トし、 産み

育てる女性の心に沿 ったものとはいえず、妊娠期か ら抱

き続 ける不安の解消には結びついていない。子育て 支援

の中心 は少子化対策が背景にあり、地域の活性化や労働

力確保などをめざす もので、少子化に伴 う子育て力 の低

下を問題視 し、その改善を図ろうとしている。

 しかし、現実は子育てを認めあう環境、相談が容 易に

できる支援者 などに欠き、孤独な育児環境の中で不 安を

増殖させていることが示唆されている2)。

 この論文では、上のような観点か ら日本型産み育 て支

援 システムの構築を論 じ、産み育てをおこなう女性 たち

への支援のあり方を、日本の現状を視野に入れつつ 検討

し、 システム構築に向けた課題を提起 したい。
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11.家族という育成環境の現状

高度経済成長前の日本では、家庭や地域に出産や育児

の場面が溢れていた。幼いときから家庭生活や地域社会

の中で育児を見酷し、その基盤を自然に学ぶ環境があっ

た。そうした環境が変容し始めたのは、戦後の家族規模

の縮小化を契機とする。平均世帯人員数でみると、 1953

年には約5.0人であったものが、 1961年には約3.9人、

2005年には約2.6人と減少し続け、『厚生労働白書(平成

18年版)Jによると、「単独世帯数及び核家族世帯数は増

加傾向にある一方、三世代世帯は1983年以降減少傾向に

あるJとしている 3)。このことは、「家族規模の縮小J

と表現され、母親が全面的に育児責任を会う時代になっ

たのである 4)。こうして現代の女性たちは、自分自身の

出産ではじめて子育てを経験する時代となった。

1960年代に入り、出産が日常生活から切り離された施

設内出産へと移行したことも育児環境を変えた。出産場

所の推移をみると、 1950年には自宅で9割以上が生まれ

ていた。それが、 1960年では5割となり、それ以降自宅

出産と施設出産が逆転し、 2000年には99.8%が施設内で

出産をおこなうようになっている 5)。こうして現代の日

本においては、母親となる瞬間を迎える場所が病院とい

う家庭外の施設となり、日常生活とはかけ離れた環境で

新たな家族を受け入れなければならなくなった。

最近の女性たちは、出産する病産慌をどのように選ぶ

のであろうか。手段として「口コミJが半数以上を占め、

「近い」、「腕がいい」、「親切jが選択する基準となって

いるO また、時期的には妊娠3'"'"'4月で出産場所を決める

女性が多く、 6割が妊娠の初回診察でかかった病産院で

出産している 6)。それらは、自宅から近い施設を選択し

ている九このように女性たちの産み育てのスタートは、

最初の妊婦健康診査から出産後の入院に至るまで、近所

の病産続である。 2006年に筆者らがおこなった調査をみ

ても、出産場所の選択理由の半数以上が「自宅から近い」

を挙げているヘしかしながら、自宅近くの医療機関を

選択した母親達も地域住民との人間関係では希薄であり、

退院後の家庭も核家族化しており、子育ての支援者を欠

くことが多い。こうした環境は母親を社会的に孤立した

状態に置くことになる。

政府は少子化政策課題として、仕事と家庭の両立支援

と働き方の見直しをおこなっているが、青児参加状況を

改善する方策はまだ見出されていなし、。労働状況をみて

も、日本に特有な出産・育児期の離職風習、その間の就

職率低下という女性のM字型就労形態はまだ継続してい

る中でヘ男性はどの世代においても長時間労働が持続

しており、育児がもっぱら女性に委ねられているわが国

の就労状況は改善されていない。また、平日の夫の帰宅

時間をみると、スウェーデンでは午後6時までが70%以
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上を点めるに対し、日本では午後8時以降でも60%以上

が帰宅していないのであるヘ日本社会における夫や父

親の育児参加は、まだまだ低調である。日本の家事・

克行動割合をみても、共稼ぎ夫婦では約7割、専業主婦

においては約9割が、家庭内の家事・育児を全て妻が担っ

ている現状がある九さらに、 2001年の「社会生活基本

調査」によれば、家事に費やす時間は、男性が31分、女

性が3時間34分となっており、その負担は女性に集中し

ていることがいえるヘ夫の長時間労働の結果、在家庭

時間も限られ、手助けが必要なときに夫が不在となり、

母親の孤立は解消されていない。

母親の意識調査では回、母親が「子育てのことで心配

なことがしばしばあった」と訴え、「子どもとの関わり

方の迷いJや「育児の自信の無さ」が育児不安やイライ

ラ感、負担感の原因となっていることが分かる。核家族

化した中で自分自身が出産し、子育てをするまで乳幼児

を知らないことや、小さい子どもと関わる体験の不足な

ど、育児経験不足がストレスの原因となり、母親自身の

「承認欲求Jや「自己実現欲求」も満たされていないこ
とも報告されている。すなわち、育児を努力している自

分をほめて欲しい、自分にも実現したいことがあると考

えている母親が増えている O さらに、夫婦関係の希薄さ

も母親のストレスを増大させている O 子育てについて話

し合わない夫婦や子育てが母親任せになっている夫婦で

は、母親の不安や混乱からストレスがより高くなってい

るのではなかろうか。こうした母親のストレスは、育児

経験の不足にも原因があり、子育てを一人でしなければ

ならないなどの要四が複雑に絡み合って生じると考えら

れ、その感情を共有できる家族内の支援者不在も問題で

ある。

支援の担い手としては、実母がサポートする場合が多

いがヘ家族以外の人間が育児にかかわることが少ない

とされへ家庭内の自助努力で維持されている傾向にあ

るO 安心して子育てができる環境条件として、親との同

居、夫の理解などがあげられ、家族支援が整っている環

境にいる女性のみが安心して子育てをおこなえるヘし

かし、そのような家庭は稀であり、核家族化により、多

くの場合家庭内支援者を欠き、女性の実母が支援者にな

るという保証もなし、。里帰り分娩をみても、分娩期をは

さんで産前から産後にかけて短期間実家へ滞在する程度

である九出産年齢が上昇している中、親が元気でいる

場合は問題ないが、わが子の育児と老親の介護が同時に

起こるサンドイツチ状態の女性もいるヘ

このように家族機能の低下を受けて、身体的かっ精神

的な錯綜が多い産み育て期をより健康に過ごすためには、

家族・親族以外の支援ネットワークの構築が急務といえ

る。



日本における産み育て支援システムの構築

ill.家族外の支援ネットワーク構築の重要性

女性たちの産み育て支援を行う職種が助産師である。

助産師がみた今日の施設出産に対する評では、「多くの

妊産婦が理想の快適な妊娠・出産を実現できているか」

という間いに対して、 90.2%が「思わない」と答えーJ 理

由としては人手不足や多忙などを挙げている O 改善方法

としては、「妊娠・出産・産祷のケアの改善」を挙げ、

施設のスタッフの人数と質の改善、施設の設錆と環境の

整備、十分なコミュニケーションなどをあげている∞。

出産場所が家庭から施設への変化に伴って、助産師たち

も地域から施設へと移動している。出生数は減少したも

のの、医療現場の助産師は法的人数では処理し切れない

業務量がある 20)。今日では、高度化する日本の医療状況

への対応とともに、終日終夜にわたり母親に寄り添うこ

とはなかなか難しい。

助産師就業者数の推移をみると、 2004年現在で25，000
人余りであり、ここ25年ほど助産師数は、ほとんど増加
していない制。そのような現状の中、施設ではより良い

助産ケアの提供を目指し、本来の劫産師の働きを見誼そ

うとして、「助産師外来」や「院内助産院」制度を導入

する施設がでてきた。妊婦健診から出産、産祷へと継続

した助産ケアを提供できるメリットがある 22〕0 しかしな

がら、このシステムを継続するためには、今以上の豊富

な人材が必要なことも指摘され、加えて産科医と同様に

助産師の集約化、重点化への対応も求められている却。

しかしながら、早急、に助産師が増員されることは難しく、

増員されてもこの問題の早急な解決には歪らなし、。すな

わち、医療技術は日々進歩し、今後もさらに高度な周産

期ケアが助産師にも要求されるからである O

上のように、妊娠・出産期の家族外支援者として、助

産師に依存するだけでは産み育て不安の解消には結び、っ

かず、他の支援者を確保する必要があるO それがギリシ

ア語で「他の女性を援助する女性Jの意味をもっドゥー
ラと称される出産支援者である却。~ザ・ドゥーラ・ブッ

ク』では、「経験豊富な分娩の付添い人で、産婦とその

パートナーに対し、お産の全過程と、出産後の一定の

期間を通じて情緒的かっ身体的な支援を行う人」と定義

され、お産の付き添い人や母親の助手といった表現もあ
る25〉0

クラウスとケネルらの研究では、ドゥーラを支援的同

伴者とし畑、彼女らに伴われたお産では、①分娩所要時

間の短縮、②経騒自然分娩の増加、③鎮痛剤や硬膜外麻

酔の使用の減少、④オキシトシン使用の減少、⑤若王切

開率の低下という医学的な効果があった2九

現代の北米で活躍中のドゥーラたちは、出産前から出

産後を通して、母親に対して身体的および精神的な支援

を継続的におこなう存在として認知されている加。しか
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しながら北米のドゥーラの場合、国家資格や免許制度や

活動を規定する法律はなく、助産師などの医療従事者と

は異なり、医療処置は一切行えなし1。医療保険は適用さ

れないため、通常の分娩料金応加え、自己負担が求めら

れることから、個人の雇用や、病院の中での勤務、そし

て地域で自主運営をするドゥーラなど、利用者のニーズ

に沿って選択できるのである却。

上のほかに支援への参考例として、日本の高齢者への

介護支援システムがある。これは介護保険導入とともに

確立し、医療施設の中でも医師と看護師のネットワーク

だけではなく、福祉従事者をはじめとした新たな支援者

やシステムの誕生により支えられている問。このことを

参考にすると、産み育て支援者として医師や助産師といっ

た医療従事者以外のネットワークの検討が考えられる。

産み育て期にある女性と、継続的に関わっていぐ支援者

の存在は重要であり、わが国の女性の産み育て環境を考

えた上で、新たな産み育て支援システム構築に示唆を与

える。

IV.産み育て期の切れ目ない支援システムの
重要性
日本の医療システムは、細かく細分化されている。つ

まり、妊娠期は産婦人科外来、出産期には産科病棟、小

児科、帝王切開になれば手術室や麻酔科が関わるO 出産

後になると母親は産科、子どもは小児科となり、各段階

で医療の専門性が十分発揮できるようになっている。こ

れにより、周産期の母子の生命を救ううえでのメリット

は大きいが、その反面、生命誕生の営みの連続性は寸断

されてしまう。さらには、母親は産科、子どもはIJ¥児科
と母子が分離されて医療を受ける。

妊娠期からの早めの対策に重点を置いた医療システム

は少なく、子育て支援・虐待予防などに対して、孤立し

た縦割り支援しか行われていなし1。早期からの対策とし

て、利用者である母子の立場にたって、妊娠・出産・育

児を連続して扱い、母子一体関係を支援するために、医

療モデノレから生活モデルアプローチへの変革の必要性が

指橋されているむ)。虐待予防の観点から、母子間の愛着

形成の基礎として、母親が心のゆとりをもってわが子と

関われるように、妊娠期や胎児、そして出産賎の女性に

身近で寄り添える人の存在は重要となるお)。産み育てる

女性を生活者として捉え、女性の人生を通してケアしな

がら、ともに支え合い成長し合う支援者が求められる。

健康な妊娠や出産を考えるなら、医療モデルを他の関係

性の中から相対化し、生活モデルに立てば、人と環境が

交互に影響を与えるのであり、母子が育児環境にi直応で
きる能力を高める支援が必要なのではないか。

妊娠期からの継続した支援の実例として、妊娠期から
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出産後3か月までの電話相談を246寺間対応し、継続的な

母子支援として取り組んでいるところもある O 電話の受

け手には、その母子を知る人聞が対応しておりへ専門

機関としての医療機関における、関係性と継続性を重視

した取り組みであるといえるO

行政や専門医療機関が主導する援助者主体のシステム

は効率性や運営上重要であるが、それに加えて利用者主

体の、専門家によらない継続した支援システムも考える

必要があるO そして、母子を取り巻く様々な環境、すな

わち、家庭、地域社会、職場のあり方に目を向けること

が、産み育てをしている女性の支援につながるだろう。

v.日本型産み育て支援システムの構築に
むけた課題

上に論じた諸点を踏まえ、日本型の産み育て支援シス

テムの構築に目を向けたし )0 日本の産み育て支援者とし

て、助産師がドゥーラ支援のすべてを担うのではなく、

助産師以外の人材を組み入れた日本型ドゥーラシステム

の構築を提案したい。関係性と継続性を重視した母親支

援を行うために、支援者の確保が急務ではなかろうか。

「お産を正常に保つこと」は助産師の第一目的であり、

助産師が女性をケアし、産み育て期の女性の一義的支援

として確保した上で、産み育て女性に寄り添い、女性

の話に耳を傾け、励ましていく支援者を確保し、向性と

しての安心感を抱かせる出産・育児の経験がある女性が

その役害日をts.えるのではないだろうか。
第一に、その人材の確保と養成が課題である O 産み育

て経験をした女性は数多く存在する。しかし、女性の産

み育て同伴者としての役割を果たすには様々な能力が求

められる。まず、産み育て期にある女性は、体内のホル

モン動態が大きく変わるときでもあり、感情が大きく影

響される。その激変期に寄り添う(付き添い)者は、高い

感情のコントロール能力が求められる。繊縮な期間にあ

る産み育て期の女性の中に、心安らかに世話をしてもらっ

ているという心理状態を作り出す必要があるからだ。そ

の上で、助産師との良い関係性を構築しなければならな

い。さらには、産み育て女性と家庭内の支援者の人間関

係の調整も必要となろう。

次に、既存の子育て支援施策の中から、人材の確保を

検討する必要があろう。たとえば、地域に根ざしている

ファミリーサポートセンターやNPO団体の活用である。

ファミリーサポートセンターの担い手は、一定の講習を

受けていることやNPO団体においても所属が明確であ

ることが母親の安心にもつながるであろう。

上の人材を確保して、産み育て期を通して継続した関

係性を保障できる支援者を得ることも、産み育て支援シ

ステムの構築上重要な課題であるといえる。
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VI.結語

上の文脈から導き出せる結論としては、人間が人間を

産み育てるという重要な時期に、女性が持つ力を最大限

に発揮できるよう、妊娠期から継続的に支援する体制の

必要性を指摘できる O 母親に身近な存在で、母親の生活

に密着した支援者による産み育て支援システムの構築こ

そ最重要であろう。

どのような場所で、どのような人達に閉まれて産み育

てることが当事者である母親にとって最も良いかを考慮

しなければならない。溢れる情報や、周りの声に左右さ

れずに、信頼できるスタップや何でも話せる、母親に寄

り添った支援者が必要であると、当事者の切実な声を間

くたびに考えさせられる。次の論文では、産み育てた経

験がある女性のインタビュー調査を分析し、その内容を

明らかにしていきたい。

出産に始まる支援ではなく、妊娠期から継続した人間

関係の上に成り立った生活モデルに基づ、いた支援である

ことが重要である。「産み育てという日常的なもの」に

即して、生活モデルを重視した支援の方向を転換するの

であるO 言い換えれば、今求められていることは、産み

育ての女性を支え、励まし、育てることを通じて、支援

する女性らがエンパワメントされる体制作りであると考

え、生活モデルに立脚した、全人的な支援に取り組むこ

とが日本塁支援システム構築に求められる。

最後に、以前出産に立ち合わせていただいた女性の言

葉を記したし )0 1"出産は一時的な出来事であるが、子育

てはその時から長く続くもので、スタートから見守る人

がおり、支えられる場所があれば本当にありがたいと思

うjと語っていた。
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